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新エネルギー技術開発と実用化促進に関する昭和62年度政策提言

新エネルギー財団（会長玉置敬三）は，新エネルギ

ーの技術開発と実用化の促進に関する政策提言を取り

まとめて，4月3日通商産業大臣をはじめ各方面に提

出した．

新エネルギー財団は，昭和55年10月に新エネルギー

技術開発を直接担当する製造業及び供給業などの関連

民間企業が中心となって発足した．同財団には産業界

の意見や要望を政策当局に提言する目的で，新エネル

ギー産業会議が設置されている．爾来4回，新エネル

ギー全般に関する政策提言を取りまとめ，財団から関

連政策部門に提示し，石油代替エネルギー政策に大巾

に反映して来ている．

昭和62年度政策提言は，従来と同様に民間56社の担

当役員と学識経験者5名からなる新エネルギー産業会

議と，同会議の8専門委員会で2年間にわたる調査研

究を経て取りまとめたものである．

新エネルギー技術開発は，サンシャイン計画の発足

以来12年を経て，着実に成果をあげている．昨秋発表

されたエネルギー長期ビジョンにおいても，新エネル

ギーは複合エネルギー時代の一翼を担うものとして，

確固たる位置を占めている．新エネルギーにより，ひ

たすら大容量化を追い求めてきた電力供給の歴史の中

で，小型分散電源という供給形態が認知されるに至っ

ている．

他方，昨年来の油価の急激な低落により，新エネル

ギー開発に対する逆風が強まっているが,我が国の石

油依存度は欧米先進国の中で高水準にあることから，

長期的視点に立っての新エネルギー開発の重要性はい

ささかも減少していない．

以上述べたように，最近のエネルギーをとり巻く諸

情勢の変化を踏まえた今回の政策提言の主な要望内容

は，以下の通りである．

1．新エネルギー技術の企業化促進

新しいエネルギー体系構築の効果的手段は，導入可

能性の高い分野から遂次着実に導入し，実績を積み上

げて行くことである．しかしこのような分野での実用

化に際して法規制上の問題が障害となっており，早急

な解決力§望まれる．

たとえば，「地熱資源開発促進法｣の制定,10kW以

下の小規模独立電源の導入のための電気事業法におけ

る電気工作物としての適用除外又は緩和，石炭灰の処

理における規制の緩和がある．

また，新エネルギーは立地条件等の影響があり，実

証段階を経由しない限り，企業化は困難なので，実証

プラントに対する国家助成の強化が必要である．

2．新エネルギー技術開発の国際協力

新エネルギー技術開発は，国内的には産・官・学の

分担協力によって効率的に進めるとともに，国際的な

共同開発の推進が必要で，国内のみならず世界のエネ

ルギー需給の安定に寄与することが期待されている．

先進国に対しては，国際共同研究開発への参加，早

期実用化のための国際会議の開催，重要プロジェクト

への資金やプロジェクトマネージャーの提供，研究開

発情報の英文による提供等,我が国の一層のリーダー

シップの発揮ｶﾐ望まれる．

発展途上国に対しては，当該国の経済成長と生活の

向上に寄与できるエネルギーシステムを開発し，フル

ターンキー方式の無償協力で，建設費を含むローカル

コストも我が国が負担すると共に，新エネルギー技術

協力センターを設置して技術協力を進めることを要望

する．

3．次世代に対する新エネルギー教育の推進

長期的観点に立って，次世代を担う人々が新エネル

ギー導入の必要性，開発の状況，課題などについて十

分な理解が得られるよう，学校カリキュラムの改訂，

教員用学習指導書の記述改善，（社)社会経済国民会

議エネルギー教育センター等の発行する補助教材，教

員用ガイドラインの巾広い活用が望まれる．

4．太陽エネルギー技術の実用化と普及促進

ソーラーシステムは，昭和55年より設置者の資金負

担軽減のため，政府の助成により普及が促進されてき

たが，伸びに鈍化が見られるので引続いての助成が必
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要である．また，ソーラーシステムを構成する機器の

性能保証，信頼性向上を図るため工業規格化が必要で

ある．

太陽光発電システムは，コスト低減が最重要課題で

あり，周辺設備のコスト低減，システムの最適化など

の技術開発を促進する．更に普及促進のため，政策面

からの助成，発展途上国での普及への援助，電気事業

法，電気用品取締法等の現行法の見直しを要望する．

5．地熱エネルギーの技術開発と実用化の促進

「地熱資源開発促進法」あるいは「地熱資源開発基

本法」等の法・制度の早期整備が有効である．さらに，

地熱資源は国立公園内に多いので，現状の調査・開発

の厳しい規制を，国土の有効利用，地域振興の見地か

ら，自然環境との調和を図りつつ緩和すべきである．

技術面では，地熱技術開発の成果は多岐にわたり増

大しているので，これらを効果的に現場技術として生

かすため，集約化・標準化が重要である．また岩石フ

ラクチャー（割れ目）構造の精密探査技術，掘削模疑

試験装置の設置活用，豪雪地帯を中心とした深層熱水

利用のケーススタディが望まれる．

6．石炭エネルギー利用拡大のための研究開発

の促進

石炭は石油代替エネルギーの柱として位置づけられ

ているが，利用上不利な点が多い．これらに対処して

石炭の液化及びガス化技術を最重点開発テーマとして

取り上げ，パイロットプラントの建設・運転研究が行

われているｶﾇ，実用には21世紀に至る期間を要しよう．

これらのプロジェクトが短期的な事情により延期・

中断の事態になれば，離散した技術者の再集結は難し

く，技術の継承に支障をきたすので，現在実施中の石

炭液化技術及び石炭ガス化技術の開発を停滞すること

なく推進すべきである．

7．燃料電池の技術開発と実用化促進

1990年頃に実用機導入が開始されると期待されてい

るリン酸型燃料電池の実用化を促進するには，要素機

器や周辺機器のコスト低減のための技術開発と，運転

の信頼性，保守業務の簡素化などプラント関連トータ

ルコスト低減のための技術開発を必要とする．さらに

適正な技術基準等の作成・運用と，燃料電池コージェ

ネレーション導入促進のための技術開発，初期市場導

入時の助成が重要である．

溶融炭酸塩型燃料電池は，高効率等多くの特長を持

つので，第2世代として電池構成材料の探索研究から

パイロットプラントによる実証試験までの長期的開発

助成が必要である．また，第3世代の固体電解質型燃

料電池は，国の開発機関を中心に開発を進めるべきで

ある．

8．エネルギーのデータベース整備

新エネルギー総合開発機構の情報センターの機能拡

充・整備により，新エネルギーに関する技術，市場動

向，資源，統計等のデータベースの整備と，そのオン

ライン・ネットワークによる情報検索サービスの実施

及び関連技術文献の収集整備を要望する．

また，地熱エネルギーの多目的利用を促進するため，

地熱多目的利用に係る情報を一元的に収集整理し，提

供できるデータバンクの設立を国の施策として実施す

べきである．

次に，エネルギー総合政策推進のために，エネルギ

ーの供給から最終消費まで，一貫した思想に基づくエ

ネルギー統計体系の整備が必要である．これにより，

エネルギーの変換，利用プロセスに合せたエネルギー

フローチャートの継続した作成が可能になり，熱の多

段階利用や排熱利用等のエネルギー総合利用策の基盤

が与えられる．

以上の政策提言は，政策立案にあたえられる方に提

出後，官民懇談会などのあらゆる機会を通して，その

実現を図っている．今後もエネルギー情勢の変化と，

産業界の取り組み方を十分配慮して，諸施策について

の国内外の調査と研究を行い，次年度以降の政策提言

として展開して行く．

（(財)新エネルギー財団企画部長鎌田洋）
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